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概   要 
東北地方太平洋沖地震では東北から関東地方まで広範囲にわたって河川堤防に甚大な被害が生じた。この

地震では砂質土基礎地盤の液状化だけでなく，粘性土地盤上の河川堤防の被害も多数発生した。これは築

堤に伴う粘性土地盤の圧密沈下により堤体下部に飽和域が形成され，その領域の地震時液状化が原因とさ

れている。我々が住む濃尾平野では，広大なゼロメートル地帯が存在し，河川堤防の健全性確保は最重要

課題の一つである。迫りくる南海トラフ巨大地震を見据えると，濃尾平野の粘性土基礎地盤上の河川堤防

の耐震対策は不可欠である。本稿では，濃尾平野の，ある軟弱粘土地盤上の河川堤防の耐震性照査を目的

として，静的／動的の空気～水～土骨格連成有限変形解析を行った。その結果，①築堤時には堤体下部に

閉封飽和域が形成されて地震時に液状化すること，一方で，②鋼管矢板の根入れが深いため堤体の変形は

抑えられることを示した。 
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1. はじめに 

 

東北地方太平洋沖地震では東北から関東地方まで広範

囲にわたって河川堤防に甚大な被害が生じた。これまで河

川堤防の地震被害としては，砂質土基礎地盤の液状化を中

心に考えられてきたが，本地震では粘性土基礎地盤上の河

川堤防の被害が相次いで発生した。この被災メカニズムと

しては，築堤による粘性土基礎地盤の圧密沈下により，堤

体下部が地下水位以下までめり込んで飽和化し，その飽和

域が地震時に液状化して堤体の大変形に繋がったと考え

られている1)2)3)。 

我々が住む濃尾平野は，わが国最大の海抜ゼロメートル

地帯を抱え，ここに約 90 万人もの住民が生活を営む。切

迫する南海トラフ巨大地震によって，この地域には広大な

液状化被害だけでなく，海岸・河川堤防の崩壊に伴い，津

波による伊勢湾台風以上の広大な浸水を伴う甚大な被害

が危惧されていて，河川堤防の健全性確保は最重要課題の

一つである。本稿では，濃尾平野の，ある軟弱粘土地盤上

の河川堤防の耐震性照査を目的として，静的／動的の空気

～水～土骨格連成有限変形解析を行う。はじめに，対象と

した河川堤防の基礎地盤を構成する軟弱粘土地盤の物理

試験および力学試験の結果を示す。これら土質試験から決

定した材料定数および初期値を用いて解析を行う。 

解析には，空気～水～土骨格連成有限変形解析コード4)

を用いる。この解析コードは，砂から中間土，粘土までを

同じ弾塑性理論の枠組みの中で記述する SYS Cam-clay 

model5)を登載した，静的・動的を区別なく変形・破壊挙動

を求める水～土骨格二相系有限系解析コード6)を不飽和土

にも拡張したコードで，飽和・不飽和状態もシームレスに

扱うことができる。 

 

 

2. 解析条件 

 

2.1 解析対象 

名古屋市内の Y 河川の左岸 1K700m 地点の堤防を解析

対象とする。図 1 に対象地点の地質横断図を示す。沖積

層は粘性土のみで構成されており，N 値が 0～2 程度と非

常に小さく軟弱である。この河川の下流付近では築堤時か

ら現在までに堤体の沈下が観測されており，60cm 近く沈

下している箇所もある。対象地点においても，堤体が比較

的小さいにもかかわらず，30cm 程度の沈下が生じている。 
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図 1 解析対象の Y 河川1K700m 地点の地質横断図 

 

2.2 室内土質試験結果および土質パラメータの決定 

現地でサンプリングした Ac 層の試料に対し，物理試験

および標準圧密試験，圧密非排水三軸圧縮試験を実施した。

表 1 は物理試験結果一覧を示す。図 2 は粒径加積曲線を

示す。図 3 は標準圧密試験結果を示す。試料 A と試料 B

は攪乱試料であり，物理試験と練返し標準圧密試験を実施

した。試料 a と試料 b は不攪乱試料であり，標準圧密試験

と圧密非排水三軸試験を実施した。表 1 より Ac 層は液性

指数が大きく，試料 b では 1 を超える大きな値を示す。液

性指数は自然含水状態における土の相対的な硬さ・軟らか

さを表すものであり，その値が 1 を超えると土は塑性状態

を保てないことを示す。実際に，サンプリング時のボーリ

ングコアは多量に水を含んだドロドロの状態であった。N

値が非常に小さく軟弱な状態であると考えられる．図 2

と図 3 から，試料 A・試料 a と試料 B・試料 b は異なる土

試料と予想され，図 1 の地質横断図に示される Ac 層は二

層に分かれていると考えた。つまり，Ac 層は，試料 A・

試料 a で構成される Ac1 層と試料 B・試料 b で構成される

Ac2 層に分けて解析を実施する。 

土骨格の構成式 SYS カムクレイモデルに関する材料定

数および初期値の決定に際して，不攪乱試料の場合は，原

位置でのサンプリングから試験機にセットし，試験を実施

するまでの一連の流れを理想的に模擬して再現すること

で決定した。図 4，図 5 および図 6 はそれぞれ，B 層，

Ac1 層および Ac2 層の実験結果とその再現結果を示す。洪

積層 D は，粘性土層・砂質土層・礫質土層から成るが，

いずれの層においても力学試験が行われていない。N 値は

砂質土層で概ね 30 以上，粘性土層で概ね 10 以上であった

ことから，固く，変形しにくいパラメータを設定した．表 

2 は決定した材料定数と初期値を示す。 

 

表 1 サンプリング試料の物理試験結果一覧 

試料名 

採取 

深度 

(m) 

自然 

含水比 

(%) 

液性 

限界 

(%) 

塑性 

限界 

(%) 

塑性 

指数 

液性 

指数 

試料 A 5.0~6.0 50.7 52.99 30.63 22.36 0.90 

試料 B 6.0~6.6 71.9 84.36 30.82 53.64 0.77 

試料 a 1.8~2.7 27.4 34.1 16.7 17.4 0.61 

試料 b 9.0~9.9 75.0 74.7 30.1 44.6 1.01 
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図 2 粒径加積曲線 
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(i) 試料 A と試料 B（練返し試料）
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(ii) 試料 a と試料 b（不攪乱試料） 

図 3 標準圧密試験結果 
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図 4 B 層の力学試験結果と再現結果 
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図 5 Ac1層の力学試験結果と再現結果 
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図 6 Ac2層の力学試験結果と再現結果 

 

表 2 土骨格の構成式に関する材料定数と初期値 

 B Ac1 Ac2 D 

弾
塑
性
パ
ラ
メ
ー
タ 

NCL の切片 N  1.8 1.722 2.211 2.0 

限界状態定数 M  1.378 1.4 1.44 1.5 

圧縮指数 ~  0.225 0.095 0.217 0.08 

膨潤指数 ~  0.012 0.0145 0.042 0.001 

ポアソン比  0.3 0.3 0.2 0.3 

発
展
則
パ
ラ
メ
ー
タ 

正規圧密土化指数

m  2.0 5.0 15.0 10.0 

構造劣化指数 a  0.8 0.8 0.6 2.0 

構造劣化指数 sc  0.35 0.04 0.05 0.6 

回転硬化指数 rb  1.2 0.05 0.05 0.0 

回転硬化限界定数

bm  
1.0 1.0 1.0 1.0 

初
期
値 

構造の程度 0
*/1 R  4.0 1.1 100 1.1 

過圧密比 0
*/1 R  9.5~10.7 1.591 1.371 50 

応力比 0  0.545 0.545 0.545 0.545 

比体積 0v  1.162 1.82~2.00 3.07~3.20 1.64~1.73

異方性の程度 0  0.0 0.1 0.01 0.0 

土粒子密度 s (g/cm3) 2.645 2.676 2.652 2.650 

飽和透水係数 w
sk (m/s) 6.94×10-7 1.79×10-8 1.40×10-8 1.00×10-7

 

今回の解析では，地盤は飽和土として扱い，堤体盛土部

分 B 層のみ飽和・不飽和の両状態を扱う。表 3 は B 層の

水分特性に関する材料定数と初期値を示す。図 7 は，B

層の水分特性曲線および透水係数・透気係数と飽和度の関

係を示す。B 層の保水性試験を実施していないため，水分

特性は，van Genuchten7)式の Carsel and Parrish8)の silt のパ

ラメータを参考に決定した。透水係数および透気係数と飽

和度の関係には，Mualem モデル9)を用いた。初期飽和度は，

湿潤密度試験結果から決定した。 

表 3 B 層の水分特性に関する材料定数と初期値 

最大飽和度 max
ws  (%) 99.0 

最小飽和度 min
ws  (%) 7.32 

van Genuchten パラメータ   (kPa
-1

) 0.163 

van Genuchten パラメータ n  ( nm  /11 ) 1.37 

乾燥透気係数 a
dk  (m/s) 3.82×10

-5

 

初期飽和度 W
0s  (%) 81.8 
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図 7 B 層の水分特性および透水係数・透気係数と飽和度の関係 

 

表 4 鋼管矢板の材料定数およびヤング率の換算値 

 換算前 換算後 

ヤング率 (GPa) 200 14.28 

密度 (g/cm3) 3.134 3.134 

ポアソン比 0.3 0.3 

 

この断面には直径 500mm の鋼管矢板が設置されている。

本解析では一相系弾性体としてモデル化し，二次元平面ひ

ずみ条件で解析を行うため，等価な曲げ剛性となるように

ヤング率を換算した。表 4 は鋼管矢板の材料定数および

ヤング率の換算値を示す。 

 

2.3 その他の解析条件と地震前までの解析結果 

初期地盤は飽和度 100%で，過圧密比，構造の程度，応

力比，異方性の程度を各層で均一とし，間隙比を土被り圧

に応じて鉛直方向に分布させて作製した。地下水位は地表

面と一致させている。水理境界条件は下端と右端を非排水

条件，上端と左端は地下水位に対応した全水頭一定条件と

した。 

まず初期地盤に対して川表側に鋼管矢板を設置し，その

後 50cm ずつ堤防を築造する。施工時間は 3 日当たり 1m

築堤するものとした。堤体の初期値の計算には，比体積，

構造の程度，応力比，異方性の程度を各層で均一とし，過

圧密比を土被り圧に応じて鉛直方向に分布させた。初期間

隙空気圧はゼロとし，初期間隙水圧は初期飽和度の値から

水分特性曲線を用いて計算することで与えた。その後河道



部分を掘削する。水中掘削であるため土骨格の荷重のみを

取り除き，河川水位は地下水位と同じ T.P.0.30m となるよ

うにした。その後，過剰間隙水圧が消散するまで圧密計算

を行った。 

図 8 は天端中央における築堤終了時点から圧密終了時

までの層別沈下量と総沈下量を示す。解析対象地点で実施

された測量結果では築堤後から約 30cm の沈下が生じてお

り，本解析でも同等の沈下量が得られている。図 10 は圧

密終了時の堤体底部の形状（地表面形状）を示す。築堤後

からの沈下量は約 30cm であったが，築堤中も沈下してい

るため天端中央直下では約 40cm が地下水位より下に位置

している。地下水位（初期地表面位置）より下まで沈下し

ていることが堤体下部に飽和域が形成されたことを示す。

図 10 は圧密終了時の飽和度分布を示す。堤体下部が飽和

化している様子を確認できる。 
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図 8 築堤終了時点からの層別の沈下～時間関係 
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図 9 圧密終了時の堤体下部の形状（地表面形状） 

 

90 以下  100 (%)

図 10 圧密終了時の飽和度分布 

 

解析対象地点は河口から近いため，地震発生後には津波

の遡上が懸念される．このため，河川水位を地下水位

（T.P.0.30m）と一致させた場合（Case1）に加え，朔望平

均満潮位（T.P.1.20m）とした場合（Case2）についても地

震応答解析を実施した．朔望平均満潮位時（Case2）の計

算は，築堤による過剰間隙水圧の消散後に，河川水位を定

率 1.19×10-4 (m/sec)で上昇させる．この上昇速度は名古屋

港の水位が朔望平均干潮位（T.P.-1.37m）から朔望平均満

潮位（T.P.1.20m）まで10)定率で 6 時間かけて変動するもの

として算出した．水位上昇時の水理境界条件は，川表側の

河川水位より下には河川水位に対応した全水頭一定境界，

それ以外の堤体および川裏側の地表面部分は水が浸透す

ることを考慮して浸出面境界を設定する．結果の比較のた

め，水位を上昇させない Case1 においても Case2 と同様に

水理境界条件を変更した．図 11 は，以上で説明した過程

を経た後の有限要素メッシュ図と境界条件を示す。 

地震応答解析にあたり，下端はせん断波速度 Vs = 300 

m/s の粘性境界11)12)13)，左右両端に側方境界要素単純せん

断変形境界14)を設定した。入力地震動は 2003 年に内閣府

中央防災会議において策定された名古屋港付近での東

海・東南海・南海 3 連動地震の NS 成分である。公開デー

タは Vs = 700 m/s の解放基盤のものであるため，翠川の式
15)を用いて Vs = 300 m/s に増幅した波を 2E 波として，下

端の全ての節点に等しく E 波を入力した。図 12 に入力地

震動とフーリエ振幅スペクトルを示す。継続時間が長く，

長周期成分が卓越した典型的な海溝型の地震動である。地

震動入力後は，下端の加速度の入力を止める以外は全く同

じ解析条件で過剰間隙水圧が消散するまで圧密計算を行

った。 
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図 11 有限要素メッシュ図および境界条件 
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図 12 入力地震動 



3. 解析結果 

 

Case1（地下水位）と Case2（満潮時）の計算を実施した

が，両者の地震中～地震後挙動にほとんど差異が見られな

かったため，本稿では Case1 の結果について考察する。図 

13 と図 14 は地震直前，地震直後および圧密終了時のせん

断ひずみ分布と平均骨格応力分布を示す．せん断ひずみ分

布を見ると，地震中に堤体が大きく沈下し，堤体下部と

Ac1 層上部で大きなひずみが生じる。深度の大きい Ac2

層にも 10%を超えるひずみが生じているが，大きく滑るよ

うな変形は見られない。これは川表側に設置された鋼管矢

板が硬い洪積層まで根入れされていて，地盤の変形が抑制

されたためである。平均骨格応力分布を見ると，地震中に

B層～Ac2層まで広範囲にわたって平均骨格応力が減少し

ており，特に堤体下部で大きく減少している。 

図 15 と図 16 は，地震中の堤体中央の土要素と堤体下

部の土要素の力学挙動を示す。図中の白丸は地震前の状態

を示す。堤体の中央の要素では地震中に平均骨格応力の減

少が生じるものの，地震前の時点で飽和度が 70%程度であ

るために，平均骨格応力がゼロまで減少することはなかっ

た。一方，堤体下部は築堤時に生じた沈下により地震前の

時点で飽和度が最大飽和度 99%以上である。このため，地

震中に平均骨格応力がほぼゼロまで低下し，液状化が生じ

る。このように，Y 河川堤防においても堤体下部の液状化

被害が発生する危険性があることがわかった。 
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図 13 Case1（地下水位と同じ場合）のせん断ひずみ分布 
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図 14 Case1（地下水位と同じ場合）の平均骨格応力分布 
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図 15 液状化が生じない堤体中央の土要素の力学挙動 
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図 16 液状化が生じる堤体下部の土要素の力学挙動 

 

図 17 と図 18 は地震中～地震後における左右法尻の水

平変位と天端中央位置での層別沈下量を示す。法尻の水平

変位は左右ともに 1m 近く生じる。この堤防の周辺には工

場があり，堤防の変形によって被災する恐れがある。地震

直後の堤防の総沈下量は 1.32m であり，天端高は T.P.1.71m

となる。これは河川水位の高い Case2 でも同程度であった

ため，満潮時でも越水することはない。しかし，天端高と

水位は 50cm しか差がなく，地震後に津波が遡上した場合

には浸水する危険性がある。層別沈下量を見ると，地震中

に B 層と Ac1 層で 50cm 以上の大きな沈下が生じる。Ac2

層の地震中の沈下量は 20cm 程度だが，地震後にも沈下が

長期間にわたって続く点に注意が必要である。 
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図 17 法尻の水平変位 
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図 18 天端中央位置での層別沈下量 

 

建設省がまとめた明治時代以降の河川堤防の地震時沈

下量と堤防高の関係16)によると，これまでの観測記録から，

河川堤防では地震時に堤防高の最大 75%の沈下が生じる

とされている。本解析では地震直前の堤防高が 3.21m であ

り，地震直後には約 41%，圧密終了時には約 49%の沈下が

生じていることになる。 

 

 

4. 鋼管矢板の根入れが浅い場合の解析結果 

 

最後に鋼管矢板が洪積層 D 層まで根入れされていない

場合の解析を行った。図 19 は鋼管矢板の根入れ深さを示

す。根入れが浅い場合は，Ac2 層の途中までしか根入れさ

れていないものとする。 

図 20 はせん断ひずみ分布を示す。鋼管矢板が D 層まで

根入れされている場合と異なり，地震中に Ac 層が側方に

変位して，Ac2 層の深部まで大きなせん断ひずみが生じる。

図 22 は平均骨格応力分布を示す。D 層まで根入れが有る

場合は，矢板の左側で引張，右側で圧縮し，矢板が抵抗し

ていることがわかる。一方で，根入れが浅い場合は抵抗で

きず，土とともに流動している。図 22 は法尻の水平変位

を示す。図 17 の根入れが深い場合と比べると，2 倍近く

側方に変位している。図 23 は層別沈下量を示す。図 18

の根入れが深い場合と比べると，Ac2 層の地震中の変形・

沈下が大きくなることがわかる。地震直後の天端中央の総

沈下量は 1.57m であり，天端高は T.P.1.43m となる。根入

れが浅い場合の満潮時でも越水することはないが，天端高

と水位は 20cm 程度しか差がなく，地震後に津波が遡上し

た場合には浸水する可能性がさらに高まる。 
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図 19 鋼管矢板の根入れの有無 
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(a) 鋼管矢板が洪積層まで根入れ無し 

 
(b) 鋼管矢板が洪積層まで根入れ有り 

（図 13(b)を再掲） 

図 20 地震直後のせん断ひずみ分布の比較 
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図 21 地震直後の平均骨格応力分布の比較 
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図 22 法尻の水平変位（根入れ無し） 
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図 23 天端での層別沈下量（根入れ無し） 

 

 

5. おわりに 

 

本稿では，東海地方に実在する軟弱粘性土地盤上の河川

堤防を対象に，築堤時～地震中～地震後まで一貫した手法

で解析を行い，地震時挙動を中心に性能照査を実施した。

以下に得られた知見を示す。 

‧ 築堤によって粘性土地盤が圧密沈下し，堤体下部に

飽和域が形成されるため，地震時には堤体下部で液

状化が発生する。一方で，同じ土質であっても不飽

和状態であれば液状化は生じなかった。 

‧ 川表に硬い洪積層まで根入れされた鋼管矢板が設置

されているため，地盤の変形が抑制される。 

‧ 本解析で用いた地震動に対しては，地震後に天端高

が満潮時の水位を下回ることはなかったが，津波が

遡上した場合には越水する恐れがある。 

‧ 地震後には Ac2 層が長期間沈下するため，水害に対

する堤防の性能が低下する。 

河川堤防の詳細な耐震性評価解析のためには，飽和状態

～不飽和状態までを連続的に取り扱うことが重要である

と考える。今後は，不飽和土のモデル化をより詳細に行え

るように研究を進め，河川堤防の耐震性評価・対策原理の

開発等を行ってゆきたい。 
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